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・死傷災害発生

　　内、死亡災害

　　内、休業災害

・不休災害発生

　　協力会社の皆さま方には、日頃より弊社現場の安全活動に対するご理解とご協力を賜り、厚く御礼申し上げます。
　　２０２０年は5件の事故・災害の報告がありました。この中には、一歩間違えれば重大な事故につながった可能性のあるものも含まれて
　　   いましたので、起きた事故を教訓にして再発防止を図って参ります。

R02.10.31
16：15頃

車両逸走衝突事故
　  道路舗装現場で規制線内のスペースに工事車両（2ｔダンプ）を駐車して車を離れた後、車両が
   　 後方に逸走。後方に止めてあった車両（同現場の交通誘導員所有車）に衝突して破損させた。

　原因：1.車両の停止・駐車手順（確実にサイドブレーキを引く）を守らなかった。
　　　　      2.道路形状（傾斜の有無等）を確認せず、逸走防止措置（輪止めの取り付け）を怠った。

R03.01.30
16：15頃

物損（車両破損）事故
　 3ｍ程度の桟木を現場通勤車両（軽ワゴン車）に積み込む時、後方ドアを閉めたところ、桟木が
　  前に押し出されて、フロントガラスに突き当たって破損させた。

　原因：1.積載できるかどうか微妙な長尺物にもかかわらず、思い切りドアを閉めた。慎重さの不足。
　　　      　2.確認することを怠り、大丈夫だろうという思い込みだけで行動した。

0件

1件 R02.10.08
11：00頃

草刈り作業中、スズメバチに刺されて治療を受ける（労災）
　　・３か所（左前腕・左肩・左膝）～蜂刺症、接触性皮膚炎との診断

・その他の事故・
・　　　災害発生

4件

R02.06.23
13：00頃

仮囲い足場の倒壊（物損～足場材の損傷のみ）事故
    鉄骨建物解体現場で、飛散防止用シートを張った仮囲い用足場も順次解体しながら作業。
　  作業終盤、残存させている足場の壁つなぎを取っていた部分の建物柱を内側に引き倒すため、作業
　  員が壁つなぎを外して退避した直後、突風が吹いて来て、足場が隣の空き地に倒壊した。

　原因：1.仮囲い用足場に壁つなぎに代わる倒壊防止措置（控え等の補強）を取らなかった。
　　　      　2.風速・風向きを良く考慮せずに作業を進めた。
　　　　      3.作業手順に改善の余地（一面を一挙に倒すのでなく、壁つなぎを残して上下分割解体など）

R03.02.02
14：50頃

重機同士の接触（物損）事故
　 舗装現場でタイヤローラでの散水・転圧作業中、バックしたところ、後方で作業中のグレーダの
　  後部に衝突して、タイヤローラのラジエーターを破損させた。

　原因：1.後方を十分に確認せずにバックさせた。
　　　      　2.転圧作業に意識が集中しすぎて、周りへの注意が疎かになった。（場面行動）

事故・災害種類 発生件数 事故・災害の状況

0件

０件

12月 年末年始労働災害防止強調期間 ・全国運動　ポスター・のぼりの配布　現場での掲示 実施

3月 建設業年度末災害防止月間 ・全国運動　ポスター・のぼりの配布　現場での掲示 実施

10月 全国労働衛生週間
　（現場）全国運動期間中　現場活動の実施
　（現場）活動報告書の提出

実施

年間
全国運動

6月 全国安全週間　準備期間
・安全大会開催準備　・全国運動ポスター・のぼりの配布
　現場での掲示　・現場安全活動計画策定、提出、実施

実施

7月 全国安全週間
・「安全週間」を迎えて、社長メッセージの発表
　（現場）全国運動期間中　現場活動の実施
　（現場）活動報告書の提出

実施

9月

毎月

1日

安全朝礼
・社長訓話（月間労働安全衛生）
・各業務連絡事項　等

毎月実施

安全委員会
・前月各現場施工状況の説明、今月施工予定・問題点等の発表
・前月店社パトロール指摘　改善結果発表
・現場連絡・確認事項　等

全国労働衛生週間　準備期間
・社長メッセージの発表
・社長現場パトロールの実施
・全国運動　ポスター・のぼりの配布　現場での掲示

実施

コロナ感染症予

防のため、中止

・安全関係法令の改正、災害事例などの情報を周知
　（現場安全教育資料の質の均一化、現場担当者の資料準備の
　　負担軽減を目的に実施）

毎月実施

第3週

店社安全パトロールの実施

・現場安全活動状況の確認、指摘（毎月実施） 毎月実施

随時 （現場）パトロール指摘事項の改善実施 指摘の都度

5日以内

毎月実施

第2週
現場安全教育

基本資料の作成・配布

実施頻度 実施時期 安全活動種類 安全活動内容
2020年

結果

毎週 月曜日 週礼
・社長訓話（週間労働安全衛生）
・各業務連絡事項　等

毎週実施

（現場）　〃　　　改善報告書の提出
翌月安全委
員会で発表

年１回
7月

『全国安全週間』

前後
坂口建設㈱安全大会

・当社及び協力会社社員に向けて、当社安全目標達成への決意
　を表明。体制強化の協力要請。（系列　㈱三共と共同開催）

1. 2020（R02）年度 坂口建設㈱ 安全活動報告

2. 2020（R2）年度 坂口建設㈱ 安全成績
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2.作業安全通路の確保

1.上下作業の禁止

その他 43

1.住民とのｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ維持 ・近隣住民への工事情報の事前周知、丁寧な挨拶を徹底し、工事への理解・協力を取り付ける。　など

2.架空線接触・切断事故防止

3.その他（整理整頓　ほか） ・不要資材等は速やかに撤去して、資材の損傷・盗難、躓き転倒防止、作業スペースの確保を図る。　など

・架空線等の近くでダンプアップする時は監視人を立てる。クレーン作業では介錯ロープを使用する。
・活線近接作業では、切断・損傷・感電事故防止のため防護カバーを取り付ける。　など

飛来・落下事故防止 13

・傾斜地や複数階で同時作業を行う場合、重機同士、重機と人等が上下重なる状態での作業を禁止する。

2.作業通路の安全確保 ・作業通路真上の作業をする時は、通路を一時閉鎖して行う。道具、材料等を置き放しにしない。　など　

3.吊具の点検 ・玉掛けワイヤー、チェーン等の吊具の点検を確実に実施し、点検色の無い吊具の使用は禁止にする。など

重機災害防止 19
1.重機等近接作業時の注意

2.作業区画を明確に区分 ・重機作業と近接して別途作業を行う場合、作業区画をコーン等で明確に分けて行う。　　など

・重機同士、重機と人の接触事故防止のため、合図の統一・確認の徹底を図る。
・重機・クレーンの作業半径内・吊荷下への立入禁止措置を徹底する。　　など

安全表示・安全書類
の整備

20

1.安全掲示物の整備

2.施工体制台帳等安全書類
　の整備

熱中症予防ほか
安全衛生関係

21

1.熱中症予防

2.体調確認の徹底 ・熱中症・コロナ感染予防のため、毎朝、作業者の体調（発熱・症状の有無等）の確認を徹底する。　など

3.化学物質ﾘｽｸｱｾｽﾒﾝﾄの実施 ・化学物質含有材料のリスク（有害性・環境への影響等）を理解・把握した上での使用を徹底する。　など　

・暑さ指数（WBGT値）を確認し、現場の熱中症発症リスクに応じた予防対策を行う。
・こまめな水分補給・小休止の積極的取得、作業者の体調変化についての監視・確認を徹底する。　など

・安全看板、標識等は、その掲示目的（機能）を果たしているか確認し、常に見えやすい状態を維持する。
・足場最大積載荷重表示、各種作業主任者表示等は適切に掲示する。　　など

・外国人労働者の在留資格（1号特定技能資格が追加された）確認を徹底する（新規入場教育時等）。
・施工体制台帳等の安全書類は、空欄・未記載等の不備が無いか確認してから受領する。　など

墜落・転落・転倒等
災害防止

31
1.開口部の養生・脚立の適
　正使用の徹底

・階段・作業通路そばの電動工具・コード類は整理し、通路を空ける。　など

3.道路規制工事での注意点

4工事車両の公道での事故・
　苦情・ﾄﾗﾌﾞﾙ防止

・足場の端部、手摺下などの開口部には、中桟を取り付ける。
・脚立の適正使用（足元片付け、不安全使用の禁止等）の徹底。　　など

安全点検・安全教育
の徹底

25

1.始業前点検

2.不安全行動の禁止 ・電動工具類の安全カバーを取り外し使用や近道行動（ｼｮｰﾄｶｯﾄ）など不安全行動を厳禁とする。など

3.緊急時想定訓練の実施 ・緊急時を想定した連絡・避難の手順、避難経路等を策定し、訓練を実施する。　など

・始業前点検で地山、掘削個所、法肩など異状が無いことを確認してから作業を開始する。
・足場、重機等は、使用前点検で不安全箇所・状態が無いことを確認してから使用する。　など

指摘区分 指摘数 主な指摘内容

公衆災害・苦情・
トラブル防止

42

1.作業区画内立入禁止措置
　の徹底

2.歩行者安全通路の確保

・居ながら作業では、作業区画・安全通路を明確に区分する。
・作業終了後、作業区画内への第三者立入禁止措置の確実な実施。　　など

・中央線付近の施工の際は、通行路線側への重機・人のハミ出しに注意。
・道路解放前に、路上の点検・確認を徹底する。　など

・公道での交通法規の遵守、地元・一般車両を優先した思いやり運転を実施。
・タイヤに付着した泥をきれいに落として、道路を汚さないようにする。など

・歩道の無い道路の片側規制工事では、歩行者・自転車優先の安全誘導実施。　など

　・R02.06～R03.05までの指摘総数は、214件。
・・是正処置を求めるような重大な指摘はありませんでした。

　         指摘区分別件数・割合 工事種類別指摘件数・割合

土木工事

85件

40%

建築工事

79件

37%

舗装工事

22件

10%

解体工事他

28件

13%

不備修正

指摘

23件

11%

注意・

指示

180件

84%

改善提案

11件

5%

3. 2020（R02）年度 店社安全パトロール指摘の傾向

店社安全パトロールの指摘区分

【是 正】 重大な不備・不安全状態等を速やかに修正し、再発防止まで求める指摘

【修 正】 不備・不安全状態等を適正な状態に修正することを求める指摘

【注意・指示】 将来的に不備・不安全状態になることを防ぐために行う指摘

【提 案】 適正・安全な状態をより確実に、または強化するために行う指摘

2020（R02）年度 店社安全パトロール 主な指摘内容

3



4
.

3

4



5
.

4

5



資料-1. 2020（令和02）年 全国の労働災害発生状況

（R02年労災発生状況確定値より R03年05月厚生労働省発表 ）

資料-2. 2020（R02）年 建設業の労働災害発生傾向

1.建設業での「死傷（死亡＋休業）災害」は、ここ数年15,000人前後で推移。

●令和2(2020) 年、全産業の労災発生状況は、死亡災害こそ年々減少して800人を切る直前までとなったもの

の、休業災害は前年から約5,600人も増加しています。 特に、「保健衛生業」では3,554人も増加し、今期の増

加数の６割以上を占めています。

これは、職場内での新型コロナ感染、転倒、腰痛などの労災申請が増加したことによるそうです。

一方、全産業とは逆に建設業の死亡災害・休業災害被災者は、合計14,977人でいずれも前年よりわずかに

減少しました。しかし、平成28年以降は15,000人前後を推移しており、下げ止まっている印象もあります。

2.建設業の「死亡災害」は、２年連続200人台（258人）。前年からわずかに減少。

●産業全体の「死亡災害」は、前年より43人（5.1％）減少して802人。800人を下回るのが目前まで来ています。

建設業も前年より11人（4.1％）少ない258人で、こちらも200人台の前半に突入する一歩手前まで来ましたが、

依然、産業全体の労災死亡者の３分の1を建設業が占めている状況に変化はありません。

① 休業災害（休業４日以上死亡者を除く） 発生型別・起因別・起因したモノ・場所

※ 上下水道事業を除き、すべての業種で墜落・転落災害が発生型別のトップです。

建設業の休業災害被災者の95％が、上位９位までの発生型で被災されています。

発生型の第２位以下は、業種特性・工事内容によって順位に多少の違いがあります。

使用データ

厚生労働省 職場のあんぜんサイト

「労働災害統計」より

5

6

116,982 

119,482 

126,420 
124,766 

130,354 

110,000

115,000

120,000

125,000

130,000

135,000

928 978 909 845 802

平成２８年 平成２９年 平成３０年 令和元年 令和２年

117,910 

120,460 

127,329 
125,611 

131,156 

14,764 

15,129 
15,065 

14,914 

14,719 

294

323
309

269

258

14,200

14,400

14,600

14,800

15,000

15,200

15,400

15,600

平成２８年 平成２９年 平成３０年 令和元年 令和２年

15,058 

15,452 
15,374 

15,183 

14,977 

全産業

建設業

死亡者数

休業４日以上

労災被災者全体



② 死亡災害

6

7

②起因物別 1.仮設・建築物等（建物・足場・通路等） 2.用具（はしご・脚立・工具類） 3.材料（金属・木材・石砂等）

※土木工事では、2位に建設機械等（掘削・整地・運搬等） が入っています。

③起因したモノ・場所 1.はしご・脚立等 2.トラック 3.金属材料

休業災害の原因となったモノ・場所では、はしご・脚立が最多でした。また、建築工事では高所から落ちて

被災するケースが多く、土木工事では建設機械・トラック等との接触等による災害が多くを占めています。

●業種別の死亡災害発生割合 土木工事と建築工事ともに 102人ずつ被災されています。

●建設業全体の死亡災害発生型別

1.墜落・転落 95人 36.8％ 2.交通事故 38人 14.7％ 3.崩壊・倒壊、挟まれ・巻き込まれ 各27人 10.5％

※死亡災害発生型別の2位には 「交通事故」が上がって来ています。



10% 17% 9%

1% 3% 2%

26% 21% 21%

19% 16% 11%

24% 25% 34%

20% 19% 23%
※1

就業者

割合

休業災害

被災割合

死亡災害

被災割合
就業者数と労災被災状況の特徴

　就業者数は40歳代に次いで多い年代ですが、休業災害の被災者数は、建設業全体の4分の1、死亡
災害は3分の1を占め、他の年代よりも労災被災割合が突出して高くなっています。
　この状況から、建設の現場は、現場経験値（安全知識・リスク等と接した場数）が豊かなベテラン
であっても、身体機能が低下して来ると、経験値だけではカバーし切れない、適応の難しい労働環境
になっていることが推定されます。
　時代の変化により、労働力不足となっている建設現場では、異業種から新規就労される高齢労働者
も増加している現状もあります。身体機能が低下し、現場経験も無い高齢労働者でも安全に就労でき
るような労働環境の改善に取り組むことが急務となっています。

　就業者割合と労災被災割合がほぼ同じですので、被災する割合が40歳代より上がっていることを
示しています。身体機能の低下が出始める時期であり、30～40歳代の頃に出来ていた行動が徐々に
難しくなる頃でもあります。自分の体力の低下に気付かないまま（体力に対する過信）、同じ行動を
取ろうとしたことで被災されているケースも十分に考えられます。
死亡災害被災割合※1は、前年よりも高くなっています。（R01年は20％→3％増加）

　就業者割合に対して休業災害被災割合が少し高くなっています。身体機能的にピークの年代ですの
で、建設現場の中でも高所作業など高リスクの作業を任され易く、慣れや過信からくる不安全行動も
起こし易い年代ということが被災割合が高くなっている理由にあるのかも知れません。

　就業者数、労災被災率ともに建設業全体からするとわずかな割合です。休業災害被災割合が少し高
いのは、現場経験値の絶対的な少なさからくるものだと思われます。

　就業者割合に対して休業災害・死亡災害の被災割合がいずれも低くなっています。
この年代は、身体的にも問題が無く、現場経験値もかなり蓄積されている働き盛りの年代。
現場リスクへの対応力・回避能力が最も充実している年代と言えますので、労災被災割合が低くく
なっていることが考えられます。

③ 年代別被災状況

1. 休業災害 被災者数 2. 死亡災害 被災者数

3. 建設業 年代別就業者数（万人）

19歳以下

5人 2%

20歳～29歳

23人

9%

30歳～39歳

30人

11%

40歳～49歳

54人

21%50歳～59歳

59人

23%

60歳以上

89人

34%

19歳以下

376人 3%

20歳～29歳

2,606人

17%

30歳～39歳

2,380人

16%

40歳～49歳

3,077人

21%

50歳～59歳

2,782人

19%

60歳以上

3,756人

25%

就業者数データ H28年 国交省資料

「建設業及び建設工事従事者の現状」より ※以下の割合は、建設業全体を100％とした場合の割合です。

（万人）

死亡災害に被災された方の80％以上が、

・高い場所から落ちる・落ちてきた物に当たる ・通勤等車の運転中の事故 ・重機・車両等との接触・挟まれ

・土砂・岩石・木等との激突、巻き込まれ などによって被災されています。

2.6

33.1

63.6

86.8

66.2

78.1
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単位：人

④「エイジフレンドリー」な労働環境　の整備

県内4つ（宮崎、延岡、都城、日南）の労働基準監督署別のR02年労災発生状況

資料-3. 2020（R02）年 宮崎県内建設業労災発生状況（最終確定値）宮崎労働局発表

令和02年の県内建設業での「死傷（休業＋死亡）災害」被災者数は245人でした。

全国の建設業全体の死傷災害は前年より206人減少した中で、本県は、死亡災害は前年と同じ５人でしたが、

休業災害が47人（増加率24％）も増えて、増加率では佐賀県の28％増に次ぐ全国ワースト2位となりました。

●監督署別では、宮崎署管内で27人、都城署管内で22人も増加しています。

●業種別で見ると、休業災害はすべての業種で10人以上増加。特に、都城署管内の建築工事で13人、宮崎

署管内のその他の建設業では17人と激増しています。

死亡災害は、土木工事が延岡、都城署管内で各１人、建築工事はすべて宮崎署管内で３人。

県内建設業では、エリア・業種ともに1年毎に労災被災者数の「減少」と「増加」を繰り返しているという特徴が

あります。「増加」した分野では、監督署の指導等が厳しくなるためだけでは無いと思いますが、翌年は大体「減

少」に転じています。しかし、その翌年はまた「増加」に戻るというケースが良く見られます。

現場には日々異なるリスクが存在します。労災を防ぐには、監督署の指導が有ろうと無かろうと、気持ちを緩め

ることなく、基本に忠実な安全活動を毎日コツコツと続けていくことのほかには無いと思います。

令和02年 宮崎県内の建設業関連の労災発生数は、前年より大幅に増加

前頁で建設業の「年代別労災被災状況」について触れましたが、

建設業に限らず全産業で60歳以上の高年齢労働者が労働災害に被災する割合が大きくなっています。

その理由は 1．高年齢労働者数の増加。わずか10年前の1.5倍以上に増加。

2．現在の労働環境は、もともと高年齢労働者が働くことを想定して出来てはいない。

3．高年齢労働者の身体機能の衰えが、労災被災リスクを非常に高くする。

このような現状を踏まえて、厚生労働省では、令和2年3月に「高年齢労働者の安全と健康確保のための

ガイドライン」 （エイジフレンドリーガイドライン。以下「ガイドライン」）が策定されました。

高年齢労働者の身体的な衰えには、

①視力・聴力の低下 ②筋力（脚力・腕力等）の低下 ③持病（高血圧・糖尿病ほか慢性・基礎疾患）

④瞬発力・反射神経の低下 ⑤体の柔軟性の低下 ⑥基礎体力の低下 など様々あります。

従来の安全な労働環境づくりに、上記のような特徴を持つ高齢の労働者でも安全・安心して働けるかどう

かという視点を加えて労働環境を整備するためのガイドラインです。

建設現場という労働環境を考えた時、例えば、設備面では、現場の照明は①視力の低下した高齢労働者にとって

明るさが十分足りているか？ 耳が遠くなり始めた人にも今までの伝達方法で情報を確実に伝えられているか？

階段ステップは ②筋力の落ちて来た人でも安全に昇降できる高さか？ など見直しすべき問題点は多々あります。

また、労働者の健康管理面では、高年齢になるにつれて懸念される③持病など健康状態や身体機能の低下状況

等を考慮して、それぞれの状態に見合った業務への配置転換なども検討する必要があります。

建設業は、全産業の中で死亡災害被災者が最も多く、労災被災率の非常に高い産業の一つです。

今や建設業就業者の年代別構成では、60歳以上の高年齢労働者の年代が2番目に多くなっており、しかも

建設業の死亡災害被災者の3分の1をその高年齢労働者が占めているという現状がありますので、

建設業こそ、高年齢労働者の安全と健康の確保について、いち早い取組が必要な産業だと思われます。でも労働者不足が深刻で、

増加

減少
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資料では、令和２年の全国・県内建設業での労働災害の発生状況を紹介しました。

現場に潜むリスクは、それぞれの現場の立地環境、作業内容や働く人、使用する機械等

で異なることから、随時、それらを確認・把握して、適切な対策を取ることが必要です。

これから夏本番を迎えるにあたって、現場での熱中症対策、高年齢労働者への配慮・対

応、更には、新型コロナウィルス感染予防対策も継続していく必要がありますので、 毎日

現場で働く人の「健康状態を確認すること」が重要な取組のひとつになると思います。

現場の安全確保や災害防止対策などを効果的に実施する上で、その基盤に必要なことは、

そこで働くひとり 一人が、「労災リスクの高い職業に就労している」という自覚と「自分

の安全は自らが進んで確保する」という意識を常に持ち続けていることだと思います。

令和3年度も

『無事故・無災害』の達成に向け

現場安全活動へのご理解とご協力を

よろしくお願い致します

資料-4. 令和03年05月末時点の宮崎県内建設業での労災発生状況

● 県内建設業の今年1月～5月までの労働災害発生状況は、昨年同期とほぼ同じペース

但し、業種・監督署毎に見ると、被災者数の増減に大きなバラツキがある。

① 今期までの県内建設業被災者数は、昨年同期より休業災害が1人増の67人、死亡災害は2人減の１人。

② 労基監督署別では、減少しているのが都城署７人、延岡署１人。増加が日南署６人、宮崎署１人。

③ 業種別では、土木工事が県全体で２人増加。 建築工事は県全体では3人の増加となっていますが、土木・建築

工事ともに監督署毎の被災者数の増減に大きなバラつきがあります。その他の建設業は、宮崎署での休業災害

が大きく減少。死亡災害被災者は、宮崎署管内の土木工事で1人のみ｡前年同期より2人減少しています。

④ 県全体の労災発生状況は、概ね前年同期と同じペース。

業種別・監督署別の増減数のバラつきが激しくなっています。

増加

減少
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